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研修会参加費決定についてのガイドライン 第 2版 
 

 

１. 本ガイドラインには、日本臨床発達心理士会（以下、士会）の研修会参加費の基準を示す。        

２. 研修会参加費の基準（3時間あたり）は下表の通りである。この基準をもとに参加費を決定する。 

注） 会員・非会員種別の説明 

✤ 非会員（臨床発達心理士）は、士会会員ではない臨床発達心理士有資格者である。 

✤ 非会員（公認心理師団体会員）は、公認心理師協会・公認心理師の会（以下、公認心理師団体）に

登録申請した研修会に参加する公認心理師団体の会員である。参加することにより、公認心理師団

体から単位等が与えられる。 

✤ 非会員（特定の専門職、他資格）は、学校心理士、特別支援教育士、ガイダンスカウンセラー、公認

心理師等の士会が協力して取り組んでいる団体の資格保有者や専門職者である。 

✤ 非会員（参加条件なし）は、一般の人を対象にした公開講演会・公開研修会の参加者である。 

研修会種別 参加条件 参加費 

全国 

研修会 

臨床発達心理士更新ポイント 

を発行する研修会 

正会員・準会員 3,000 円 

非会員（臨床発達心理士） 8,000 円 

非会員（公認心理師団体会員） 

※公認心理師団体登録申請の研修会の場合 
9,000 円 

上記の研修会の内、実技講

習を伴ったり、提供情報量が

極めて多い研修会 

正会員 4,000 円 

非会員（臨床発達心理士） 9,000 円 

支部 

研修会 

臨床発達心理士更新ポイント 

を発行する研修会 

正会員・準会員 500 円 

非会員（臨床発達心理士） 5,500 円 

非会員（特定の専門職、他資格） 5,500 円 

上記の研修会の内、実技講

習を伴ったり、提供情報量が

極めて多い研修会 

正会員 1,000 円 

非会員（臨床発達心理士） 6,000 円 

非会員（特定の専門職、他資格） 6,000 円 

他団体と共催で行う研修会 

正会員 士会側が      
設定した参加費 

共催団体会員 共催団体側が
設定した参加費 

公開講演会・公開研修会 非会員（参加条件なし） 主催者が 
設定した参加費 

※ 上表に具体的な参加費が書かれてない場合は、次頁の「３．研修会参加費の設定基準」を参照して

決める。 
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３. 研修会参加費の設定基準 

 何れの研修会についても、参加費は無料にしないことが原則である。 

 地域の専門家との共同活動や交流を目的にする場合は、他団体と共催で行う研修会や公開講演会・公

開研修会が適している。 

【全国研修会と支部研修会】 

 実際の研修会運営経費等を勘案して、前頁の表の基準とする参加費では不適切と思われる場合は、士会、

委員会、支部等の主催者が参加費を決めることができる。ただし、会員の立場が不利にならないように、

会員以外の参加費を安くし過ぎないよう配慮する。 

 非会員（臨床発達心理士）の参加費については、5 年間で 12 ポイント獲得するために負担する金額が、

正会員が納める年会費と参加費を勘案して大きな差がでないように設定する。 

 非会員（特定の専門職、他資格）の参加費は、会員の立場が不利にならないように、他の非会員参加費

を参考にして設定する。 

 非会員（公認心理師団体会員）の参加費は、公認心理師団体に登録申請した場合のみである。申請して

いない研修会に公認心理師が参加する場合は、非会員（特定専門職、他資格）の扱いとなり、参加費も同

額である。 

【他団体と共催で行う研修会】 

 日本臨床発達心理士会サイドから参加する場合は、士会側が決めた参加費となり、共催団体サイドから

参加する場合は、共催団体側が設定する参加費になる。 なお、他団体との協議の上、両者が同じ参加

費を設定することもある。 

 士会側の参加費は、士会、委員会、支部等の主催者が状況に応じて決める。ただし、会員の立場が不利

にならないように、会員以外の参加費を安くし過ぎないよう配慮する。 

 正会員について資格更新ポイント付与の対象にする場合は、機構の「企画申請ガイドライン」に記載され

ている要件を満たす必要がある。資格更新ポイントの申請をしない場合は、その限りではない。 

【公開講演会・公開研修会】 

 一般の人を対象とした社会貢献活動を目的する場合に限って参加費を無料にすることが可能であるが、

専門家を対象にした専門性の高い研修内容の場合は、原則、参加費を無料にしない。 

 参加費は、士会、委員会、支部等の主催者が状況に応じて決める。ただし、会員の立場が不利にならない

ように、会員以外の参加費を安くしすぎないように配慮する。 

 正会員について資格更新ポイント付与の対象にする場合は、機構の「企画申請ガイドライン」に記載され

ている要件を満たす必要がある。資格更新ポイントの申請をしない場合は、その限りではない。 

 

４. 本ガイドラインは２０２３年 11月 1日より適用する。 


